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１．はじめに

  今日の廃棄物処理問題は、環境問題や資源保存などと

の関わりから、高度処理やリサイクルが求められるよう

になり、処理費用の高額化や廃棄物処理施設の立地難と

いった問題が浮かび上がってきた。しかし、財政面で力

の弱い地方都市においては、このような社会的要請に対

応しきれずまた、近隣市町村での施設の重複等も見受け

られることから、地方都市における廃棄物処理事業にお

いて、市町村間の協調や広域連携が一つの有効な手段と

して考えられる。ここで本研究において考える広域連携

の効果について図－１に示す。

  これらを背景とし本研究では、地方都市の廃棄物処理

において、市町村間での広域行政体制を導入する際の方

法論に関し、廃棄物の排出量推計、廃棄物処理施設適地選定、廃棄物処理施設整備・運営費用配分問題のシステムモデ

ルの構築、及び滋賀県琵琶湖湖南地域 2 市 3 町（草津市・守山市・栗東町・野洲町・中主町：以下 2 市 3 町）におけ

る実証分析を通し、合理的かつ現実レベルでの検討を行った。

２．廃棄物排出量推計モデルに関する検討

  広域廃棄物処理システムを想定する際、廃棄物排出量の空

間的及び時間的な特性は、効率的・効果的な収集運搬体制や

処理施設の立地場所、公平な各市町村の費用負担割合等を決

定する際に重要な要因となってくる。そこで今回は各市町村

単位よりも詳細な地域レベルでの廃棄物の排出量推計をめざ

し、滋賀県の土地利用計画及び各種社会経済指標を用いた回

帰分析により、廃棄物排出量推計モデルの開発を行った。そ

の際用いた説明変数の一覧を図－２に示す。なおパラメータ

推定結果及び 2 市 3 町におけるモデルの適用結果は、紙面の

都合上割愛し発表時に示すこととする。

３．広域廃棄物処理施設適地選定モデルに関する検討

  前年度までに我々が行った「廃棄物処理関連施設が居住する市町内に立地することに対しての意向に関する調査」に

よると、一般的には嫌悪施設である廃棄物処理施設も、そこに併設される都市施設整備や収集運搬体制、さらには施設

景観や周辺環境整備内容により、地元住民からの意識反応に差違が伺えた。そこで本研究においては、住民ニーズの高

い都市施設との複合化や周辺環境整備等によって、廃棄物処理施設に対する住民意識を改善（全面的ではないが反対の

意向から妥協して消極的にでも賛成へと移行）していくことが可能であると考え、施設の種類・規模・周辺環境整備の

違いが住民の合意形成に及ぼす影響を考慮したモデル構築を試みた。まず対象地をメッシュ分割し、立地検討施設の景

観のレベル、付帯施設の種類やリサイクル施設の種類等のパターンごとに、土地利用計画における各用途地域と立地検

討施設の距離によって導出される住民意識の総合的な評価値としての効用関数から、各メッシュでの効用関数値を求め
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る。そして、各パターンの各メッシュでの効

用関数値の合計を総効用として導出し、総効

用を最大にするような最適地の選定を行っ

た。なお効用関数の定式化は紙面の都合上割

愛し、ここでは本モデルを 2 市 3 町において、

立地検討施設として焼却場を中心とした廃

棄物処理施設整備に適用した結果を図－３

に示す。影付き部に関しては山岳地であるた

め対象から省いた地点であり、滋賀県栗太郡

栗東町観音寺付近（総効用 47.4地点）が立地

最適値として選定された。

４．広域廃棄物処理施設整備・運営費用配分モデルに関する検討

  現在行われている廃棄物処理事業の広域連携

の大部分が、処理量に比例した費用負担による

ものであるが、周囲への環境負荷や地域住民に

不安を与えることになる施設立地地域に対し何

らかのメリットが必要と考え、本研究では負担

額の軽減をもって公平性を保つこととした。即

ちここでは、広域ごみ処理施設の立地する地域

と立地しない地域の各主体が、負担額による選

択肢の中から均衡点を見出すことにより費用配

分を決定できるよう、本問題にゲーム理論を適

用しモデル開発を行った（図－４）。そして、2

市 3 町において３．で選定した施設立地場所を

受け、栗東町に広域廃棄物処理施設が立地する

と想定し、費用負担割合の算定を行った。この

際まずプレイヤーを 1 対 1 とし、広域廃棄物処

理施設が立地する地域と立地しない地域の負担

割合比は 39.82：60.18 となった。ただし今回は

1 町（栗東町）に施設が立地し、その他 2 市 2

町は施設が立地しない地域としているので

39.82×1＋60.18×4 = 280.54

が 100 となるよう換算し 14.19（栗東町の負担

割合）：21.45（その他の各市町の負担割合）が

得られた。

５．おわりに

  本研究では広域連携によるプラスの効果が、特に地方都市部における廃棄物処理事業の抱える問題解決に有効である

と考え、その方法論に関して排出量推計、施設適地選定、費用配分を通し検討を行ってきた。ここで各モデルの共通課

題として、今回は施設が 1 つの場所に立地する際の検討を行ったが、広域廃棄物処理システムの整備を行う場合、複数

の施設や中継基地等が必要な場合も考えられるため、廃棄物の種類ごとの排出量推計や複数施設の配置問題、費用配分

問題への拡張が必要と考えている。また施設適地選定モデルに関しては、今回は住民合意形成だけを目的とした選定方

法にとどまったが、今後は収集運搬効率等コスト的側面も考慮することにより、より現実レベルでの検討が必要であろ

う。さらに費用配分モデルに関しては、特性関数を用いたｎ人ゲームによる解法を検討していきたいと考えている。
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図－３  適地選定モデルによる総効用値算定結果

図－４  施設整備・運営費用配分モデルの定式化

広域ごみ処理施設の立地する地域をまとめた集合  と広域ごみ処理施設の立地しな
い地域をまとめた集合  の受ける効用を

と表す。また上式の効用値は最適地における

ここで
　     ： 広域ごみ処理システムの基幹施設  の立地点（代替的候補地として与件）
　        に対する全地元住民の総合評価の状態をあらわす総効用値

       ：   ゾーンの住民が  形式の複合化施設で  形式のリサイクル施設を有し
          たレベル  の景観を持つ処理施設が各地域と距離  に立地する場合の地
          元住民の施設整備に対する総合評価をあらわす効用関数値（住民が望む
          一定の複合化都市施設は予め検討され決められているとする）
  　   ： 住民が居住する地域からごみ処理システム基幹施設間での距離

 　    ： 距離に関する評価に対応するパラメータ値
とする。さらに広域ごみ処理施設の立地する地域  が混合戦略  を、広域ごみ処理

施設の立地しない地域  が混合戦略  を用いたとすると、 と  全体の期待値効用は

となり  全体の確保できる効用は

となる。
  また  の確保できる効用は

となる。
  これは非ゼロ和2人ゲームにおける  と  のマクシミン戦略として求解できる。
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